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㸰㹀㸯㸶 

M&Aᐇにకう研究㛤発࣐ネジ࣓ントの課題 

 －ᡂ㛗ᡓ␎の࢞バࢼンスに向けて－ 

 

 
 （⠛㷂 㤶⧊㸦ᮾிᐩኈ大学㸭㹌㹇㹑㹒㹃㹎）㸪Ọ田 ஓ㸦ᕞ大学㸭㹌㹇㹑㹒㹃㹎ۑ

 

 

 
㸯㸬ࡵࡌࡣ 
 業のᡂ㛗ᡓ␎に関するఏ⤫的な㆟論は、内部資源のᣑᙇと、外部資源のྲྀり㎸ࡳに分けてᡂ㛗要因を᳨

ウしてきた。M&A をᣑᙇのᡓ␎の㸯つとしてᤊえ、内部資源に基づくᡂ㛗のᡓ␎と対ᓖさせる見方は、

れてきた㸦1959）。これらはᚲずしも代᭰的ではなく、M&Aを通して研究㛤発ຊのᙉࢃ௨来行ࢬンロー࣌

化をᅗろうとする業もあれࡤ、研究㛤発のᙉ化௨外の目的で M&A をᐇする業もあり、また、M&A

ではなくᡓ␎ᥦᦠや࢜ープンᡓ␎を㑅ᢥする業も、社内に✚された資源をඖ手に研究㛤発を通して

ᡂ㛗をᅗろうとする業もある。 

 本研究の目的は、上グ㸲つのパターンにὀ目し、ᡂ㛗ᡓ␎の㸯つの࢜プࣙࢩンとしての M&Aの意を

ᤊえることである。その㝿、M&A のᐇは業境⏺のኚ化をకうため、業⤫の⦅までを考慮し研

究㛤発࣐ネジ࣓ントの課題を明らかにする。 

 本報告では、M&A ᐇにకい研究㛤発活動にどのようなኚ化がࡳられたか、また M&A ᐇᚋパ࢛ࣇー

ンスはどのようにኚ化したかについて、研究㛤発をᐇしている日本業を対象にした調査から得ら࣐

れたデータを分析した結果を♧す。ᅇ分析に用するデータには、ᡓ␎ᥦᦠや࢜ープンᡓ␎に関する

項目はྵまれていないため、M&A ᐇ業と㠀ᐇ業が分析の対象となる。しかし、M&A をᐇした

ᮇ間をไ㝈しており、また M&A ᐇᚋの⤒過ᮇ間が㸷カ᭶から⣙ 3 年༙であることから、M&A ᐇのຠ

果を観察するのに十分な状ἣにあるとはゝえない。とはいえ、M&A をᐇした業と㠀ᐇ業の特ᚩ

をᢕᥱし、M&A が中㛗ᮇ的に業にどのような影響をもたらすのかを᳨ウしていく㝿のᮦ料になるとい

うⅬで意があるであろう。 

 

２㸬ศᯒࢡ࣮࣒࣮࣡ࣞࣇࡢ 

 業が M&Aをᐇする㝿には、〇ရの価᱁、㔞、ရ㉁をコントロールするᕷ場ᨭ配ຊの向上による

ධຠ果、つᶍの⤒῭を生かして重」した⤒Ⴀ資源を๐減することから発生するコスト๐減ຠ果、⤒Ⴀ資

源をඹ᭷することによる事業㐠Ⴀのຠ⋡化、本業とは異なる事業にもྲྀり⤌ࡴことで業全యの࣓ࢲ

ージを軽減することを≺うリスク分ᩓなどが意ᅗされている㸦Seth,1990）。つまり、」ᩘの業が一⥴

になることによるࢼࢩジーຠ果が目的とされており、そのため、M&A ᚋに業の⤒Ⴀᡂ果がᨵၿされて

いるかにὀ目したᐇド研究が、ᅜ内外においてᩘ多く行ࢃれてきた㸦えࡤ、Jensen and Ruback,1983、

Mueller,1996、ᑠ田ษ 1992, ᯇᒸ 1997等）。しかし、M&Aのᐇ目的との関連でᡂ果をᤊえるような研

究はとࢇど見ᙜたらない。また、M&A ᐇᚋの研究㛤発部門のኚ化にὀ目するような研究は、用可

能なデータのไ⣙からこれまで行ࢃれてきていないようである。そこで、本研究では、M&A ᐇ目的に

ὀ目し、研究㛤発ຊᙉ化あるいはᢏ⾡ຊの向上・ᙉ化を目的として行ࢃれた M&Aなのか、それともそれ

௨外の、えࡤ、業務ຠ⋡の向上、ᕷ場࢙ࢩアのᣑ大などを目的として行ࢃれた M&Aなのかでグループ

化し、分析を行う。その㝿、M&A のᐇは業境⏺をኚ化させるものであるが、M&A の相手がグループ

業である場合とグループ外の業である場合とでは、研究㛤発活動やそのᡂ果にどのような㐪いがあ

るのか、このⅬにもὀ目していく。 

 ௨ୗでは、まず M&A のᐇ目的に関する分析結果を♧す。つぎに、M&A ᐇ業について、M&A のᐇ

にకい研究㛤発部門内にどのようなኚ化があったかをᤊえる。さらに、資本金や上高、研究㛤発費、

ᚑ業ဨᩘなどの業情報に関ࢃるデータの分析を行い、M&A ᐇ業と M&A 㠀ᐇ業の特ᚩをᢕᥱす

る。最ᚋに、M&A ᐇ๓ᚋの主要業種の上高や研究㛤発費の増減に関する項目を分析し、M&A ᐇᚋ

のኚ化をᤊえる。 
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 ３㸬ࡢࢱ࣮ࢹᴫせ 

本報告の分析に用いるデータは、文部科学┬科学ᢏ⾡ᨻ策研究ᡤにおいてᐇされたᖹᡂ 21年ᗘ「Ẹ

間業の研究活動に関する調査」により得られたものである。この調査は、ᖹᡂ 20 年ᗘ「科学ᢏ⾡研

究調査」によって社内で研究㛤発をᐇしていることがᢕᥱされた業のうࡕ資本金 1൨௨上の業

をᜳⓙ調査の対象としており、調査対象業ᩘは、3,322社であった。しかし、このうࡕ 43 社は合ే・

㈙、ゎᩓ等の事⏤により調査ᐇ時に消⁛しており、調査⚊が㏦㐩されなかった。また、資本金がኚ

᭦となり 1൨未‶となった業が 6社あった。よって、ಟ正㏦ᩘは 3,277社である。そのう1,414、ࡕ

社より調査⚊がᅇされた㸦ᅇ⋡は、43.1㸣）。調査ᮇ間は、ᖹᡂ 21年 11᭶からᖹᡂ 22年 2᭶にか

けてで、㒑㏦法およࡧ web法による㉁ၥ⚊調査としてᐇされた。 

M&A のᐇについては、2006 年 1᭶から 2008年 12᭶までの 3年間を調査対象ᮇ間とし、この間の M&A

ᐇ事を対象とした。 

 

㸲㸬ศᯒ⤖ᯝ 

 4-1 M&Aᐇࡢ┠ⓗ 

 ᅗ㸯は、M&Aᐇの目的に関する集計結果である。M&Aᐇ理⏤として最もᅇ⟅合が高い項目は、5

ྎの「᪤Ꮡ事業の⿵」で、それに 4ྎの「ᕷ場࢙ࢩアのᣑ大」およࡧ「業つᶍのᣑ大」が続い

ている。 

 「ᢏ⾡ຊの向上・ᙉ化」をᣲࡆた業は 3 を㉸え、ᅇ⟅合の高い項目としては 5 ␒目にあたる。

「研究㛤発ຊのᙉ化」をᣲࡆた業は 2 どである。科学ᢏ⾡に関する⤌⧊能ຊのᙉ化を目的に M&A

を行う業では、新たなᢏ⾡を生ࡳ出す࣏テンࢩャルとしての研究㛤発ຊよりも、すでにᙧᡂされてい

るᢏ⾡ຊを⋓得することが重どされるഴ向にあることがఛえる。 

 ௨ୗでは、M&A ᐇの目的として「ᢏ⾡ຊの向上・ᙉ化」もしくは「研究㛤発ຊのᙉ化」をᣲࡆた

業を「R&D志向の M&A ᐇ業」、それ௨外の目的で M&Aをᐇした業を「㠀 R&D志向の M&Aᐇ業」

として分けて分析を行う。 

 

 ᅗ㸯 M&Aがᐇされた理⏤㸦」ᩘᅇ⟅可 N=211） 
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 4-2 M&Aᐇᚋࡢ◊✲㛤Ⓨ㒊㛛ࡢኚ 

 ᅇ分析の対象になっている業のうࡕ 41.0㸣はグループ内での M&Aをᐇしており、ṧりの 59.0%

はグループ外業を相手とした M㸤A をᐇしている。そこで、分析を㐍めるにあたりḟのようなグル

ープ分けをおこなった。すなࡕࢃ、㸦㸯）R&D 志向�グループ内の M&A ᐇ業、㸦㸰）R&D 志向�グル

ープ外の M&Aᐇ業、㸦㸱）㠀 R&D 志向�グループ内の M&Aᐇ業、㸦㸲）㠀 R&D志向�グループ外
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の M&Aᐇ業、である。 

 このグループについて、M&A ᐇにకい研究㛤発部門においてどのようなኚ化があったかを聞いた 12

項目のデータをってクロス集計を行い、「ᐇした」という合を抽出してまとめたのが⾲㸯である。 

 

 ⾲㸯 M&Aᐇにకう研究㛤発部門のኚ化㸦「ᐇした」とᅇ⟅した合のࡳを抽出） 

 

䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂
᪂し䛔研究ᡤ・研究㒊㛛の開設 6 15.38 7 12.96 1 2.27 5 7.46 19 9.31
従᮶の研究ᡤ・研究開発㒊㛛のᗫṆ 4 10.53 1 1.89 0 0.00 2 2.99 7 3.47
研究開発㒊㛛のᏊ♫化 1 2.70 1 1.85 0 0.00 0 0.00 2 1.00
特定の研究開発㡿ᇦ䜈の㈨※の㞟୰ 8 21.62 14 25.93 4 8.70 8 11.76 34 16.59
᪂し䛔研究開発㡿ᇦでのプ䝻䝆䜵䜽䝖の❧上䛢 7 17.95 22 40.74 5 11.11 12 17.39 46 22.22
重」した研究開発プ䝻䝆䜵䜽䝖のᩚ⌮・⤫ྜ 14 37.84 14 25.45 3 6.52 9 13.64 40 19.61
研究開発プ䝻䝆䜵䜽䝖のつᶍのᣑ 3 8.11 11 20.75 2 4.44 6 8.96 22 10.89
研究開発者の๐ῶ 2 5.26 3 5.77 0 0.00 1 1.49 6 2.99
研究開発者のቑ員 7 18.42 15 27.78 5 11.36 7 10.45 34 16.75
研究開発機⬟の䜰䜴䝖䝋ー䝅ン䜾の๐ῶ 3 7.89 2 3.85 1 2.27 2 2.99 8 3.98
研究開発機⬟の䜰䜴䝖䝋ー䝅ン䜾のᣑ 4 10.53 3 5.77 1 2.27 0 0.00 8 3.98
研究開発のた䜑の㈨金ධ 2 5.26 0 0.00 1 2.27 1 1.52 4 1.99

㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾
ループෆ
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㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾

ループእ
非㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾

ループෆ
非㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾
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 カイ㸰᳨定を行った結果、᭷意ᕪがあったのは、「新しい研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧上ࡆ」

㸦Ȯ2=19.385㸪p<.004）と「重」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」であった㸦Ȯ2=18.015㸪p<.006）。
๓者をᐇした合が最も高かったのは、「R&D志向�グループ外」の M&Aをᐇした業で、ᚋ者をᐇ

した合が最も高かったのは、「R&D志向�グループ内」の M&Aをᐇした業であった。これらの項

目については、グループ内とグループ外によるᕪがあるかどうかの᳨定も行った。その結果、「新しい

研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧上ࡆ」については、グループ外の業と M&Aを行ったうがᐇ

合は高かったが㸦Ȯ2=5.310㸪p<.070）、「重」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」についてはグル

ープ内外による᭷意なᕪはなかった。 

 

 4-3 ᴗつᶍࡧࡼ࠾◊✲㛤Ⓨάືࡢ≧ἣ 

 資本金、2008年会計年ᗘの上高とႠ業┈、上高全యに༨める主要業種の上高、Ⴀ業┈全య

に༨める主要業種のႠ業┈について、上グの 4グループに M&A㠀ᐇ業をྵめて分ᩓ分析を行った

結果をまとめたのが⾲㸰である。全社およࡧ主要業種とも上高は、M&A ᐇ業のうが M&A 㠀ᐇ

業よりも大きい。しかし、M&A㠀ᐇ業の全上高に༨める主要業種の上高は 89.0%で最も高い。

「R&D 志向�グループ内」の業の上高全యに༨める主要業種の上高は 77.7%で、相対的に低いこ

とがࢃかる。 

  

 ⾲㸰 上高およࡧႠ業┈ẚ㍑ 

N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 㻲値 䡌値
資ᮏ金（ⓒ） 1071 126.4 39 293.6 56 381.7 47 163.6 69 342.8 1282 155.6 5.642 0.00
上㧗・全社（ⓒ
）

1058 119419.5 39 266552.8 56 377974.9 47 322424.1 69 430017.6 1269 159758.1 8.132 0.00

上㧗・主せᴗ
✀（ⓒ）

942 96884.1 32 158059.0 47 251312.7 44 281067.2 58 308178 1123 123219.6 4.749 0.00

Ⴀᴗ利┈・全社
（ⓒ）

1030 2829.6 38 8062.5 56 5897.4 47 -1846.2 69 12848.4 1240 3508.8 2.255 0.06

Ⴀᴗ利┈・主せ
ᴗ✀（ⓒ）

862 2514.6 29 7522.3 42 10127.5 40 -7283.9 50 8774.6 1023 2892.0 2.496 0.04

上㧗全యに༨
める主せᴗ✀の
上㧗（䠂）

941 89.0 32 77.7 47 82.7 44 85.4 58 81.9 1122 87.9 4.256 0.00

Ⴀᴗ利┈全యに
༨める主せᴗ✀
のႠᴗ利┈（䠂）

856 81.9 29 107.2 42 -24.3 40 85.9 50 89.5 1017 78.7 1.835 0.12

㻹㻒㻭非実ᴗ

㻹㻒㻭実ᴗ

全య㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ルー
プෆ

㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾ルー
プእ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループෆ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループእ

  

 ⾲㸱は、2008年ᗘᮎ時Ⅼの社ဨᩘや研究㛤発者について 5グループを対象に分ᩓ分析を行った結果を
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の M&Aᐇ業、である。 

 このグループについて、M&Aᐇにకい研究㛤発部門においてどのようなኚ化があったかを聞いた 12

項目のデータをってクロス集計を行い、「ᐇした」という合を抽出してまとめたのが⾲㸯である。 

 

 ⾲㸯 M&Aᐇにకう研究㛤発部門のኚ化㸦「ᐇした」とᅇ⟅した合のࡳを抽出） 

 

䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂 䠪 䠂
᪂し䛔研究ᡤ・研究㒊㛛の開設 6 15.38 7 12.96 1 2.27 5 7.46 19 9.31
従᮶の研究ᡤ・研究開発㒊㛛のᗫṆ 4 10.53 1 1.89 0 0.00 2 2.99 7 3.47
研究開発㒊㛛のᏊ♫化 1 2.70 1 1.85 0 0.00 0 0.00 2 1.00
特定の研究開発㡿ᇦ䜈の㈨※の㞟୰ 8 21.62 14 25.93 4 8.70 8 11.76 34 16.59
᪂し䛔研究開発㡿ᇦでのプ䝻䝆䜵䜽䝖の❧上䛢 7 17.95 22 40.74 5 11.11 12 17.39 46 22.22
重」した研究開発プ䝻䝆䜵䜽䝖のᩚ⌮・⤫ྜ 14 37.84 14 25.45 3 6.52 9 13.64 40 19.61
研究開発プ䝻䝆䜵䜽䝖のつᶍのᣑ 3 8.11 11 20.75 2 4.44 6 8.96 22 10.89
研究開発者の๐ῶ 2 5.26 3 5.77 0 0.00 1 1.49 6 2.99
研究開発者のቑ員 7 18.42 15 27.78 5 11.36 7 10.45 34 16.75
研究開発機⬟の䜰䜴䝖䝋ー䝅ン䜾の๐ῶ 3 7.89 2 3.85 1 2.27 2 2.99 8 3.98
研究開発機⬟の䜰䜴䝖䝋ー䝅ン䜾のᣑ 4 10.53 3 5.77 1 2.27 0 0.00 8 3.98
研究開発のた䜑の㈨金ධ 2 5.26 0 0.00 1 2.27 1 1.52 4 1.99

㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾
ループෆ

合ィ
㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾

ループእ
非㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾

ループෆ
非㻾㻒㻰ᚿྥ㽢䜾

ループእ

 
 

 カイ㸰᳨定を行った結果、᭷意ᕪがあったのは、「新しい研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧上ࡆ」

㸦Ȯ2=19.385㸪p<.004）と「重」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」であった㸦Ȯ2=18.015㸪p<.006）。
๓者をᐇした合が最も高かったのは、「R&D志向�グループ外」の M&Aをᐇした業で、ᚋ者をᐇ

した合が最も高かったのは、「R&D志向�グループ内」の M&A をᐇした業であった。これらの項

目については、グループ内とグループ外によるᕪがあるかどうかの᳨定も行った。その結果、「新しい

研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧上ࡆ」については、グループ外の業と M&Aを行ったうがᐇ

合は高かったが㸦Ȯ2=5.310㸪p<.070）、「重」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」についてはグル

ープ内外による᭷意なᕪはなかった。 

 

 4-3 ᴗつᶍࡧࡼ࠾◊✲㛤Ⓨάືࡢ≧ἣ 

 資本金、2008年会計年ᗘの上高とႠ業┈、上高全యに༨める主要業種の上高、Ⴀ業┈全య

に༨める主要業種のႠ業┈について、上グの 4グループに M&A㠀ᐇ業をྵめて分ᩓ分析を行った

結果をまとめたのが⾲㸰である。全社およࡧ主要業種とも上高は、M&A ᐇ業のうが M&A 㠀ᐇ

業よりも大きい。しかし、M&A㠀ᐇ業の全上高に༨める主要業種の上高は 89.0%で最も高い。

「R&D 志向�グループ内」の業の上高全యに༨める主要業種の上高は 77.7%で、相対的に低いこ

とがࢃかる。 

  

 ⾲㸰 上高およࡧႠ業┈ẚ㍑ 

N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 㻲値 䡌値
資ᮏ金（ⓒ） 1071 126.4 39 293.6 56 381.7 47 163.6 69 342.8 1282 155.6 5.642 0.00
上㧗・全社（ⓒ
）

1058 119419.5 39 266552.8 56 377974.9 47 322424.1 69 430017.6 1269 159758.1 8.132 0.00

上㧗・主せᴗ
✀（ⓒ）

942 96884.1 32 158059.0 47 251312.7 44 281067.2 58 308178 1123 123219.6 4.749 0.00

Ⴀᴗ利┈・全社
（ⓒ）

1030 2829.6 38 8062.5 56 5897.4 47 -1846.2 69 12848.4 1240 3508.8 2.255 0.06

Ⴀᴗ利┈・主せ
ᴗ✀（ⓒ）

862 2514.6 29 7522.3 42 10127.5 40 -7283.9 50 8774.6 1023 2892.0 2.496 0.04

上㧗全యに༨
める主せᴗ✀の
上㧗（䠂）

941 89.0 32 77.7 47 82.7 44 85.4 58 81.9 1122 87.9 4.256 0.00

Ⴀᴗ利┈全యに
༨める主せᴗ✀
のႠᴗ利┈（䠂）

856 81.9 29 107.2 42 -24.3 40 85.9 50 89.5 1017 78.7 1.835 0.12

㻹㻒㻭非実ᴗ

㻹㻒㻭実ᴗ

全య㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ルー
プෆ

㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾ルー
プእ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループෆ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループእ

 
  

 ⾲㸱は、2008年ᗘᮎ時Ⅼの社ဨᩘや研究㛤発者について 5グループを対象に分ᩓ分析を行った結果を

まとめたものである。主要業種の正社ဨに༨める主要業種の㠀正つ社ဨの合およࡧ、主要業種の社ဨ

に༨める研究㛤発者の合については、᭷意ᕪがࡳられなかった。 

 M㸤A㠀ᐇ業の全正社ဨに༨める主要業種の正社ဨの合は 89.0%と最も高く、最も低いのは「R&D

志向�グループ内」の業で 75.0%であった。  

 

 ⾲㸱 社ဨᩘおよࡧ研究㛤発者ᩘ 

N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 㻲値 䡌値

正社ဨ数（人）・全社 1060 1355.1 39 4380.7 54 4371.6 47 4571.3 69 5339.0 1269 1912.2 11.897 0.00

正社ဨ数（人）・主せᴗ
✀

917 974.5 31 1683.5 44 2538.7 43 1770.7 59 2882.8 1094 1191.7 7.308 0.00

非正社ဨ数（人）・全社 947 200.2 30 709.2 38 454.8 41 843.9 48 544.3 1104 261.7 9.227 0.00

非正社ဨ数（人）・主せ
ᴗ✀

847 140.0 27 310.9 36 376.3 38 752.9 43 452.8 991 190.3 9.088 0.00

主せᴗ✀の◊✲⪅数
（人）

1047 109.9 36 365.8 54 522.9 45 186.6 67 311.2 1249 148.7 8.728 0.00

全正社ဨに༨める主せ
ᴗ✀の正社ဨの割合
（䠂）

915 89.0 31 75.0 44 83.6 43 82.4 59 79.7 1092 87.6 5.362 0.00

主せᴗ✀の正社ဨに༨
める主せᴗ✀の非正規
社ဨの割合（䠂）

845 25.5 27 17.3 36 16.6 38 26.9 43 15.9 989 24.6 0.821 0.51

主せᴗ✀の社ဨに༨め
る◊✲㛤Ⓨ⪅の割合
（䠂）

843 12.6 26 20.3 35 12.1 36 13.3 42 12.3 982 12.8 0.685 0.60

㻹㻒㻭非実ᴗ

㻹㻒㻭実ᴗ

全య㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ルー
プෆ

㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾ルー
プእ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループෆ

非㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾
ループእ

 
  

 ⾲㸲 研究㛤発集⣙ᗘ 

N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 N 平均値 㻲値 䡌値
◊✲㛤Ⓨ
㞟⣙度

907 5.4 31 6.9 41 4.3 43 5.0 57 2.8 1079 5.2 0.707 0.59

㻹㻒㻭非実ᴗ
㻹㻒㻭実ᴗ

全య
㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループෆ 㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾ループእ 非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループ 非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループ

 
 

 2008 年ᗘの上高およࡧ研究㛤発費のデータから研究㛤発集⣙ᗘを⟬出しグループ間でẚ㍑した結

果、᭷意ᕪはなかった㸦⾲㸲）。この結果は、主要業種の研究㛤発のຊのධれල合は、M&Aのᐇ目的

やᐇの᭷↓の影響を受けていないことを♧している。 

 

 4-4 M&Aᐇ๓ᚋࡢᡂᯝࡢẚ㍑ 

 M&A ᐇᚋのኚ化をᤊえるために、まず 2005 年ᗘとのẚ㍑で 2008 年ᗘの上高にどの⛬ᗘኚ化があ

ったのかを分析した。その結果、㸳つのグループ間における᭷意ᕪはなく、「10%௨上の増ຍ」とᅇ⟅し

た業は全యの 20%から 40%未‶、「増減はs10%未‶であった」とᅇ⟅した業は 40%から 50%未‶、「10%

௨上の減少」とᅇ⟅した業は 20%๓ᚋであった。 

 つぎに 2005 年ᗘとのẚ㍑での 2008 年ᗘの研究㛤発費のኚ化について分析を行った㸦⾲㸳）。その結

果、「増減はs10%未‶」とᅇ⟅した業が多い中、「R&D 志向�グループ内」の業の10%」ࡳ௨上増ຍ

があった」というᅇ⟅合が最も多かった㸦Ȯ2=14.293,p<.07）。「R&D志向�グループ内」の業は、「重

」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」のᐇ合が高く、重」ᢞ資の๐減から研究㛤発費が減少

することも考えられるが、その影響は見られないようである。 

 

 ⾲㸳 2008年ᗘの主要業種の社内研究㛤発費㸦2005年ᗘẚ㍑） 

N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂
10㻑以上
増ຍ

264 25.2 17 44.7 17 32.1 15 31.9 16 24.6 329 26.3

増ῶは㼼
10㻑ᮍ‶

579 55.2 16 42.1 23 43.4 27 57.4 32 49.2 677 54.1

10㻑以上
ῶ少

205 19.6 5 13.2 13 24.5 5 10.6 17 26.2 245 19.6

㻹㻒㻭非実ᴗ

㻹㻒㻭実ᴗ

全య㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループෆ

㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾
ループእ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループෆ

非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾
ループእ
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 ⾲ 6 は、2006 年から 2008 年の間に新つの〇ရ・ࢧーࣅスをᕷ場にᢞධしたかどうかについて分析し

た結果である。この分析は、M&A ᐇ๓ᚋをẚ㍑しているものではないが、このᮇ間中に M&A をᐇし

ていない業は、R&D 志向の M&A をᐇした業ど〇ရイノ࣋ーࣙࢩンの発現合が高くないといえ

る㸦Ȯ2=9.929,p<.04）。また、R&D 志向の M&Aをᐇした業のうがそうでない M&Aᐇ業よりも

〇ရイノ࣋ーࣙࢩンの発現合が高いことを♧している㸦Ȯ2=4.171,p<.04）。 

  

 ⾲㸴 過ཤ 3年間㸦2006年ᗘ㹼2008 年ᗘ）における新〇ရ・ࢧーࣅスのᕷ場のᑟධの᭷↓ 

N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂 N 䠂
あり 574 55.4 24 64.9 39 75.0 24 51.1 39 60.9 700 56.6
なし 463 44.6 13 35.1 13 25.0 23 48.9 25 39.1 537 43.4

㻹㻒㻭非実ᴗ
㻹㻒㻭実ᴗ

全య
㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループෆ 㻾㻒㻭ᚿྥ・䜾ループእ 非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループ 非㻾㻒㻰ᚿྥ・䜾ループ

 
 

㸳㸬ディスカッࣙࢩン 

 M&A ᐇ業と㠀ᐇ業をẚ㍑したところ、上高やႠ業┈はᐇ業の方が⥲య的に大つᶍで

あるが、観 ᮇ間における上高のኚ化については୧者の間に᭷意なᕪ異がࡳられなかった。これは短

ᮇ的な業ᡂ㛗に対して㢧ⴭな影響をཬࡰすどの大ᆺ M&Aが少ないことをᫎしていると考えられる。

つぎに M&A ᐇ業における研究㛤発部門のኚ化を M&A のᐇ目的別にࡳると、R&D 志向の M&A をᐇ

した業では、それ௨外の理⏤による M&A をᐇした業にẚて、「新しい研究㛤発㡿域でのプロジ

。クトのᩚ理・⤫合」が㐍展していることが分かった࢙と「重」した研究㛤発プロジ「ࡆ上ࡕ❧クトの࢙

M&A のᐇ目的別に研究㛤発集⣙ᗘをẚ㍑した結果からは᭷意なᕪが認められなかったが、それは上グ

のように R&D志向の M&Aをᐇした業では研究㛤発プロジ࢙クトのᣑᙇとᩚ理が同時に㐍行している

ということ、すなࡕࢃ研究㛤発ຊのᙉ化等を目的に M&Aをᐇした業であっても༢純に研究㛤発集⣙

ᗘを高める方向にはないということによるものと考えられる。ただ、一方で R&D志向の M&Aをᐇした

業では、〇ရイノ࣋ーࣙࢩンのᐇ合が高いというഴ向も見出されている。M&A ᐇᚋの研究㛤発

部門におけるኚ化が、このような〇ရイノ࣋ーࣙࢩンのᐇ状ἣにいかなる影響をཬࡰすのかを明らか

にするためには、さらなる㏣㊧調査がᚲ要である。また、上グの分析において、M&A のᐇ相手がグル

ープ内の業なのかグループ外の業なのかによる᭷意なᕪはとࢇどࡳられなかった。しかし、M&A

ᐇᚋの研究㛤発部門のኚ化として、「新しい研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧ࡕ上ࡆ」のᐇ合

はグループ外業のうがグループ内業よりも高いഴ向がࡳてとれた。したがって、このようなኚ化

が研究㛤発のᡂ果にどのような影響をもたらすのかについて、M&A のᐇ相手との関連でᘬき続き㏣㊧

していきたい。 
 

㸴㸬おࢃりに 

 本報告では、日本業のデータを分析することを通して、業のᡂ㛗ᡓ␎の㸯つの࢜プࣙࢩンとして

の M&A の意についての᳨ウを行った。M&A ᐇ業と㠀ᐇ業をẚ㍑した結果、ᅇの観 ᮇ間に

おける上高のኚ化について᭷意ᕪはなかったが、特に R&D 志向の M&A をᐇした業では、「新しい

研究㛤発㡿域でのプロジ࢙クトの❧ࡕ上ࡆ」と「重」した研究㛤発プロジ࢙クトのᩚ理・⤫合」が㐍行

していることが明らかになった。ᚋは、こうした研究㛤発部門におけるኚ化が、研究㛤発活動やその

ᡂ果にどのように影響するのか、㏣㊧調査を行う。ᅇ用したデータからは、2006年 1᭶௨๓に M&A

をᐇした業や、過ཤに一ᗘも M&A をᐇしなかった業を特定できない。そのため、ᅇ用した

データよりも๓ᚋに観察ᮇ間をᘏࡤし、業のᡂ㛗における M&A ᐇの意を明らかにしていきたい。 
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